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○発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針 第

平成18年9月19日／ヲ7
原子力安全委員会決定

ロ

ー弓1．はしがき

証
本指針は、発電用軽水型原子炉の設置許可申請（変更許可申請を含む。以下同じ｡）に係

る安全審査のうち、耐震安全性の確保の観点から耐震設計方針の妥当性について判断する

際の基礎を示すことを目的として定めたものである。

従前の「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（昭和56年7月20日原子力安全委

員会決定、平成13年3月29日一部改訂。以下、「旧指針」という｡)」は、昭和53年9月に当

時の原子力委員会が定めたものに基づき、昭和56年7月に、原子力安全委員会が、当時の

知見に基づいて静的地震力の算定法等について見直して改訂を行い、さらに平成13年3月

に一部改訂したものであった。

このたびは、昭和56年の旧指針策定以降現在までにおける地震学及び地震工学に関する

新たな知見の蓄積並びに発電用軽水型原子炉施設の耐震設計技術の著しい改良及び進歩を

反映し、｜日指針を全面的に見直したものである。

なお、本指針は、今後の新たな知見と経験の蓄積に応じて、それらを適切に反映するよ

うに見直される必要がある。

2．適用範囲

本指針は、発電用軽水型原子炉施設（以下、「施設」という｡）に適用される。

しかし、これ以外の原子炉施設及びその他の原子力関係施設にも本指針の基本的な考え

方は参考となるものである。

なお、許可申請の内容の一部が本指針に適合しない場合であっても、それが技術的な改

良、進歩等を反映したものであって、本指針を満足した場合と同様又はそれを上回る耐震

安全性が確保し得ると判断される場合は、これを排除するものではない。

3．基本方針

耐震設計上重要な施設は、敷地周辺の地質・地質構造並びに地震活動性等の地震学及び

地震工学的見地から施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があり、施

設に大きな影響を与えるおそれがあると想定することが適切な地震動による地震力に対し

て、その安全機能が損なわれることがないように設計されなければならない。さらに、施

設は、地震により発生する可能性のある環境への放射線による影響の観点からなされる耐
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震設計上の区分ごとに、適切と考えられる設計用地震力に十分耐えられるように設計され

なければならない。

また、建物・構築物は、十分な支持性能をもつ地盤に設置されなければならない。
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（1）耐震設計における地震動の策定について

耐震設計においては､｢施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能；

性があり、施設に大きな影響を与えるおそれがあると想定することが適切な地震：

動」を適切に策定し、この地震動を前提とした耐震設計を行うことにより、地震；

に起因する外乱によって周辺の公衆に対し、著しい放射線被ばくのリスクを与え；

ないようにすることを基本とすべきである。

これは、旧指針の「基本方針」における「発電用原子炉施設は想定されるいか：

なる地震力に対してもこれが大きな事故の誘因とならないよう十分な耐震性を有：

していなければならない」との規定が耐震設計に求めていたものと同等の考え方；

である。

（2）「残余のリスク」の存在について

地震学的見地からは、上記(1)のように策定された地震動を上回る強さの地震：

動が生起する可能性は否定できない。このことは、耐震設計用の地震動の策定に：

おいて、「残余のリスク」（策定された地震動を上回る地震動の影響が施設に及ぶ：

ことにより、施設に重大な損傷事象が発生すること、施設から大量の放射性物質；

が放散される事象が発生すること、あるいはそれらの結果として周辺公衆に対し：

て放射線被ばくによる災害を及ぼすことのリスク）が存在することを意味する。：

したがって、施設の設計に当たっては、策定された地震動を上回る地震動が生起：

する可能性に対して適切な考慮を払い、基本設計の段階のみならず、それ以降の：

段階も含めて、この「残余のリスク」の存在を十分認識しつつ、それを合理的に：

実行可能な限り小さくするための努力が払われるべきである。
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4．耐震設計上の重要度分類

施設の耐震設計上の重要度を、地震により発生する可能性のある環境への放射線による

影響の観点から、施設の種別に応じて次のように分類する。
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(1）

(2）

機能上の分類

Sクラス……自ら放射性物質を内蔵しているか又は内蔵している施設に直接関係して

おり、その機能そう失により放射性物質を外部に放散する可能性のある

もの、及びこれらの事態を防止するために必要なもの、並びにこれらの

事故発生の際に外部に放散される放射性物質による影響を低減させるた

めに必要なものであって、その影響の大きいもの

Bクラス……上記において、影響が比較的小さいもの

Cクラス･…･･Sクラス、Bクラス以外であって、一般産業施設と同等の安全性を保持

すればよいもの

クラス別施設

上記耐震設計上の重要度分類によるクラス別施設を以下に示す。

①sクラスの施設

i)「原子炉冷却材圧力バウンダリ」（軽水炉についての安全設計に関する審査指針

において記載されている定義に同じ｡）を構成する機器・配管系

ii)使用済燃料を貯蔵するための施設

Ⅲ）原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設、及び原子

炉の停止状態を維持するための施設

iv)原子炉停止後、炉心から崩壊熱を除去するための施設

v)原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後、炉心から崩壊熱を除去するための施

設

Ⅵ）原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の際に、圧力障壁となり放射性物質の放

散を直接防ぐための施設

vii)放射性物質の放出を伴うような事故の際に、その外部放散を抑制するための施

設で上記vi)以外の施設

②Bクラスの施設

i)原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていて、一次冷却材を内蔵してい

るか又は内蔵しうる施設

ii)放射性廃棄物を内蔵している施設。ただし、内蔵量が少ないか又は貯蔵方式に

より、その破損による公衆に与える放射線の影響が周辺監視区域外における年間

の線量限度に比べ十分小さいものは除く。

世）放射性廃棄物以外の放射性物質に関連した施設で、その破損により、公衆及び

従事者に過大な放射線被ばくを与える可能性のある施設

iv)使用済燃料を冷却するための施設

v)放射性物質の放出を伴うような場合に､その外部放散を抑制するための施設で、

Sクラスに属さない施設
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③cクラスの施設

上記Sクラス、Bクラスに属さない施設

5．基準地震動の策定

施設の耐震設計において基準とする地震動は、敷地周辺の地質・地質構造並びに地震活

動性等の地震学及び地震工学的見地から施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生す

る可能性があり、施設に大きな影響を与えるおそれがあると想定することが適切なものと

して策定しなければならない。（以下、この地震動を｢基準地震動Ss｣という｡）

基準地震動Ssは、以下の方針により策定することとする。

（1）基準地震動Ssは、下記(2)の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動｣及び(3)

の「震源を特定せず策定する地震動」について、敷地における解放基盤表面における

水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定することとする。

（2）「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、以下の方針により策定すること

とする。

①敷地周辺の活断層の性質、過去及び現在の地震発生状況等を考慮し、さらに地震

発生様式等による地震の分類を行ったうえで、敷地に大きな影響を与えると予想さ

れる地震（以下、「検討用地震」という｡）を、複数選定すること。

②上記①の「敷地周辺の活断層の性質」に関しては､次に示す事項を考慮すること。

i)耐震設計上考慮する活断層としては、後期更新世以降の活動が否定できないも

のとする。なお、その認定に際しては最終間氷期の地層又は地形面に断層による

変位・変形が認められるか否かによることができる。

ii)活断層の位置･形状･活動性等を明らかにするため､敷地からの距離に応じて、

地形学・地質学・地球物理学的手法等を総合した十分な活断層調査を行うこと。

③上記①で選定した検討用地震ごとに、次に示すi)の応答スペクトルに基づく地

震動評価及びii)の断層モデルを用いた手法による地震動評価の双方を実施し、そ

れぞれによる基準地震動Ssを策定する。なお、地震動評価に当たっては、地震発生

様式、地震波伝播経路等に応じた諸特性（その地域における特性を含む｡）を十分に

考慮することとする。

i)応答スペクトルに基づく地震動評価

検討用地震ごとに、適切な手法を用いて応答スペクトルを評価のうえ、それら

を基に設計用応答スペクトルを設定し、これに地震動の継続時間、振幅包絡線の

経時的変化等の地震動特性を適切に考慮して地震動評価を行うこと。

ii)断層モデルを用いた手法による地震動評価

検討用地震ごとに、適切な手法を用いて震源特性パラメータを設定し、地震動
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評価を行うこと。

④上記③の基準地震動Ssの策定過程に伴う不確かさ（ばらつき）については、適切

な手法を用いて考慮することとする。

（3）「震源を特定せず策定する地震動｣は、震源と活断層を関連付けることが困難な過去

の内陸地殻内の地震について得られた震源近傍における観測記録を収集し、これらを

基に敷地の地盤物性を加味した応答スペクトルを設定し、これに地震動の継続時間、

振幅包絡線の経時的変化等の地震動特性を適切に考慮して基準地震動Ssを策定するこ

ととする。
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(解説）

[、基準地震動Ssの策定について

（1）基準地震動Ssの性格について

｜日指針においては、基準地震動に関して、地震動S,及び地震動S2の2種類を策定

することとしていたが、今次改訂においてはこの双方の策定方針を統合し、基準

地震動Ssとして、検討用地震の選定、地震動評価等について高度化を図ったもの

である。

この基準地震動Ssは、施設の耐震安全性を確保するための耐震設計の前提とな

る地震動であり、その策定に当たっては、個別の安全審査時における最新の知見

に照らして、その妥当性が十分確認されなければならない。

（2）基準地震動Ssの策定に関して使用する用語の意味解釈は次による。

①「解放基盤表面」とは、基準地震動を策定するために、基盤面上の表層や構

造物が無いものとして仮想的に設定する自由表面であって、著しい高低差がな

く、ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定される基盤の表面をいう。ここでい

う「基盤」とは、概ねせん断波速度Vs=700m/s以上の硬質地盤であって、著し

い風化を受けていないものとする。

②「活断層」とは、最近の地質時代に繰り返し活動し、将来も活動する可能性

のある断層をいう。

（3）基準地震動Ssの策定方針について

①検討用地震の選定に当たっては、敷地周辺の活断層の性質や過去の地震の発

生状況を精査し、さらに、敷地周辺の中・小・微小地震の分布、応力場、地震

発生様式（プレートの形状・運動・相互作用を含む｡）に関する既往の研究成果

等を総合的に検討することとする。

②検討用地震は、次に示す地震発生様式等に着目した分類により選定すること

とする。

Ⅱ
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i)内陸地殻内地震

「内陸地殻内地震」とは、陸のプレートの上部地殻地震発生層に生じる地

震をいい、海岸のやや沖合で起こるものを含む。

n)プレート間地震

「プレート間地震」とは､相接する二つのプレートの境界面で発生する地｜

震をいう。

m)海洋プレート内地震

「海洋プレート内地震」とは、沈み込む（沈み込んだ）海洋プレート内部

で発生する地震をいい、海溝軸付近ないしそのやや沖合で発生する「沈み込

む海洋プレート内の地震」と、海溝軸付近から陸側で発生する「沈み込んだ

海洋プレート内の地震（スラブ内地震)」の2種類に分けられる。

③震源が敷地に近く、その破壊過程が地震動評価に大きな影響を与えると考え

られる地震については、断層モデルを用いた手法を重視すべきである。

④「基準地震動Ssの策定過程に伴う不確かさ（ばらつき)」の考慮に当たっては、

基準地震動Ssの策定に及ぼす影響が大きいと考えられる不確かさ（ばらつき）

の要因及びその大きさの程度を十分踏まえつつ､適切な手法を用いることとす’

る。

⑤「震源を特定せず策定する地震動」の策定方針については、敷地周辺の状況

等を十分考慮した詳細な調査を実施しても、なお敷地近傍において発生する可

能性のある内陸地殻内の地震の全てを事前に評価しうるとは言い切れないこと｜
から敷地近傍における詳細な調査の結果にかかわらず､全て岬請において｜
共通的に考慮すべき地震動であると意味付けたものである。

二の考え方を具現化して策定された基準地震動s亀の妥当性については申請｜
時点における最新の知見に照らして個別に確認すべきである。なお、その際に

は、地表に明瞭な痕跡を示さない震源断層に起因する震源近傍の地震動につい

て、確率論的な評価等を必要に応じて参考とすることが望ましい。

⑥「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定す’
る地震動」については、それぞれ策定された地震動の応答スペクトルがどの程｜
度の超過確率に相当するかを把握しておくことが望ましいとの観点から、それ

ぞれが対応する超過確率を安全審査において参照することとする。

⑦検討用地震の選定や基準地震動Ssの策定に当たって必要な調査や評価を行う｜

鷺鷲薑夛鴛霊縦篁震麗灘菩壹霞艫睾｜
明示しなければならない。
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⑧施設の構造又は施設を支持する地盤において､地震応答に特徴的な周波数特｜
性が認められる場合は、必要に応じて基準地震動Ssの策定に反映させることと｜
する。

（4）震源として想定する断層の評価について

①活断層調査は、震源として想定する断層に関する評価を行うための基本とな

るものであるので敷地からの距離に応じ､既存文献の調査､変動地形学的調｜

難戦
て策定される基準地震動Ssとの関係等を十分考慮して、適切に設定することと

する。

蕊 蕊｜
特徴等を踏まえ、地震規模を適切に評価することとする。

⑤活断層調査によっても、震源として想定する断層の形状評価を含めた震源特

性パラメータの設定に必要な情報が十分得られなかった場合には、その震源特

性の設定に当たって不確かさの考慮を適切に行うこととする。

6．耐震設計方針

（1）基本的な方針

施設は、耐震設計上のクラス別に、次に示す耐震設計に関する基本的な方針を満足

していなければならない。

①Sクラスの各施設は、基準地震動Ssによる地震力に対してその安全機能が保持で

きること。また、以下に示す弾性設計用地震動Sdによる地震力又は以下に示す静的

地震力のいずれか大きい方の地震力に耐えること。

②Bクラスの各施設は、以下に示す静的地震力に耐えること。また、共振のおそれ

のある施設については、その影響についての検討を行うこと。

③cクラスの各施設は、以下に示す静的地震力に耐えること。

7



(2）

④上記各号において、上位の分類に属するものは、下位の分類に属するものの破損

によって波及的破損が生じないこと。

地震力の算定法

施設の耐震設計に用いる地震力の算定は以下に示す方法によらなければならない。

①基準地震動Ssによる地震力

基準地震動Ssによる地震力は、基準地震動Ssを用いて、水平方向及び鉛直方向に

ついて適切に組み合わせたものとして算定されなければならない。

②弾性設計用地震動Sdによる地震力

弾性設計用地震動Sdは、基準地震動Ssに基づき、工学的判断により設定する。ま

た、弾性設計用地震動Sdによる地震力は、水平方向及び鉛直方向について適切に組

み合わせたものとして算定されなければならない。

③静的地震力

静的地震力の算定は以下に示す方法によらなければならない。

i)建物・構築物

水平地震力は、地震層せん断力係数Ciに、次に示す施設の重要度分類に応じた

係数を乗じ、さらに当該層以上の重量を乗じて算定するものとする。

Sクラス3．0

Bクラス1．5

Cクラスl.0

ここで、地震層せん断力係数Ciは、標準せん断力係数Coを0.2とし、建物・構築

物の振動特性、地盤の種類等を考慮して求められる値とする。

sクラスの施設については、水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組

合せで作用するものとする。鉛直地震力は、震度0.3を基準とし、建物・構築物の

振動特性、地盤の種類等を考慮して求めた鉛直震度より算定するものとする。た

だし、鉛直震度は高さ方向に一定とする。

ii)機器・配管系

各耐震クラスの地震力は、上記i)に示す地震層せん断力係数Ciに施設の重要

度分類に応じた係数を乗じたものを水平震度とし、当該水平震度及び上記i)の

鉛直震度をそれぞれ20％増しとした震度より求めるものとする。

なお、水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な方向の組合せで作用するものと

する。ただし、鉛直震度は高さ方向に一定とする。

8
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|Ⅲ耐震設計方針につい℃
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’ 弾性設計用地震動Sdの設定の必要性について

旧指針においては、基準地震動について、施設の建物・構築物及び機器・配管

系の重要度に相応し､地震動S,及び地震動S2の2種類に区分して策定することとし

ていたが、今次改訂においては基準地震動Ssのみを策定することとした。

施設の耐震安全性を確保するための耐震設計の考え方においては、この基準地

震動Ssによる地震力に対して、耐震安全上重要な施設の安全機能が保持されるこ

とが基本である。さらに、この基準地震動Ssに対する施設の安全機能の保持をよ

り高い精度で確認するために、工学的な観点から基準地震動Ssと密接に関連付け

られる弾性設計用地震動Sdの設定についても合わせて規定することとしたもので

ある。

弾性設計用地震動Sdの設定について

本指針の6．の耐震設計方針で規定した「地震力に対して耐える」ということ

は、ある地震力に対して施設全体として概ね弾性範囲の設計がなされるというこ

(1）

’

１
１

１
１

(2）

今可圓璽1WU・/1'"屋圃xp'ノリ鯉!ゞ恥人こし'ー’“屋/』w~ハル～'!"へ．.'』‐／ー←｜
は、ある地震力に対して施設全体として概ね弾性範囲の設計がなされるというこ’
とを意味する。この場合、弾性範囲の設計とは､施設を弾性体とみなして応力解｜

析を行い､施設各部の応力を許容限界以下に留めることをいう。なお、ここでい’
う許容限界とは､必ずしも厳密な弾性限界ではなく､局部的に弾性限界を超えるI
場合を容認しつつも施設全体として概ね弾性範囲に留まり得ることで十分であ

る。

Sクラスの各施設は弾性設計用地震動Sdによる「地震力に耐える」ことを求め

ているが、この弾性設計用地震動Sdは工学的判断に基づいて設定するものである。

弾性限界状態は、地震動が施設に及ぼす影響及び施設の状態を明確に評価するこ

とが可能な状態であり、施設が全体的に弾性設計用地震動Sdによる地震力に対し

て概ね弾性限界状態に留まることを把握することによって、基準地震動Ssによる

地震力に対する施設の安全機能保持の把握を確実なものとする。すなわち、弾性

設計用地震動Sdは、旧指針における基準地震動S,が耐震設計上果たしてきた役割

の一部を担うことになる。

弾性設計用地震動Sdは、施設、もしくはその構成単位ごとに安全機能限界と弾

性限界に対する入力荷重の比率を考慮して、工学的判断から求められる係数を基

準地震動Ssに乗じて設定することとする。ここで、当該係数の設定に当たっては、

基準地震動Ssの策定の際に参照した超過確率を参考とすることができる。

この弾性設計用地震動Sdの具体的な設定値及び設定根拠について、個別申請ご

とに、十分に明らかにすることが必要である。

１
１
１
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I
なお、弾性設計用地震動Sdと基準地震動Ssの応答スペクトルの比率(Sd/Ss)

の値は、弾性設計用地震動Sdに求められる性格上、ある程度以上の大きさである

べきであり、めやすとして、0．5を下回らないような値で求められることが望まし

い。

また、弾性設計用地震動Sdは、施設を構成する要素ごとに、それらの耐震設計

上考慮すべき特性の差異を踏まえて個別に設定することができる。

なお、Bクラスの施設について、「共振のおそれのある施設については、その影

響についての検討を行うこと」としたが、この検討に用いる地震動に関しては、

弾性設計用地震動Sdに2分の1を乗じたものとすることができる。

基準地震動Ss及び弾性設計用地震動Sdによる地震力の算定について

基準地震動Ss及び弾性設計用地震動Sdによる地震力を地震応答解析に基づいて

算定する場合には、応答解析法の適用範囲、適用制限等を考慮のうえ、適切な解

析法を選定するとともに、十分な調査に基づく適切な解析条件を設定することと

する。

なお、解放基盤表面が施設を設置する地盤に比して相当に深い場合は、解放基

盤表面より上部の地盤における地震動の増幅特性を十分に調査し、必要に応じて

地震応答評価等に反映させることとする。

静的地震力について

建物・構築物についての静的地震力の算定は以下に示す①及び②による。

また、建物・構築物については、当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有

水平耐力に対して、施設の重要度に応じた妥当な安全余裕を有していることを確

認するものとし、必要保有水平耐力の算定は、以下に示す③による。

①水平地震力

i)水平地震力を算定するうえでの基準面は原則として地表面とする。ただし、

建物・構築物の構造や外周の地盤との関係等の特徴を考慮する必要がある場

合は、適切に基準面を設定し、算定に反映させること。

ii)基準面より上の部分の水平地震力については、建物・構築物の各部分の高

さに応じ、当該部分に作用する全体の地震力とし、次の式による。

Qi=n°Ci・Wi

この式において､

Qi:基準面より上の部分に作用する水平地震力

n:施設の重要度分類に応じた係数(sクラス3.0、Bクラスl.5、

Cクラスl.0)

Ci:地震層せん断力係数であり、次の式による。

１
１
１
１

’

１
１
１(3）

１
１
１
１(4）

１
１
１

１
１’
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Ci=Z・Rt・Ai・Co

Ciの算出式において、

Z:地震地域係数（地域による違いを考慮せず、1.0とする｡）

Rt:振動特性係数であり、安全上適切と認められる規格及び

基準その他適切な方法により算出するものとする。ここ

でいう「安全上適切と認められる規格及び基準」とは、

建築基準法等がこれに相当する。ただし、建物・構築物

の構造上の特徴や地震時における応答特性、地盤の状況

等を考慮して算定された振動特性を表す数値が、建築基

準法等に掲げる方法で算出した数値を下回ることが確か

められた場合においては、当該算定による値(o．7を下限

とする｡）まで減じたものとすることができる。

Ai:地震層せん断力係数の高さ方向の分布係数であり、Rtと

同様に安全上適切と認められる規格及び基準その他適切

な方法により算出するものとする。

Co:標準せん断力係数で0.2とする。

Wi:当該部分が支える固定荷重と積載荷重の和

m)建物・構築物の基準面より下の部分に作用する水平地震力は、次の式による。

Pk=n．k･Wk

この式において、

Pk:当該部分に作用する水平地震力

n:施設の重要度分類に応じた係数(Sクラス3.0、Bクラス1.5，

Cクラス1.0)

k:水平震度で次の式による。

“鬘Ⅱ('-:)エ
kの算出式において、

H:基準面より下の各部分の基準面からの深さ(20を超える

ときは20とする｡）（単位メートル）

Z:地震地域係数（地域による違いを考慮せず、l.0とする｡）

Wk:当該部分の固定荷重と積載荷重の和

なお、建物・構築物の構造上の特徴、地震時における応答特性、地盤の状況

等を考慮して振動の性状を適切に評価して算出できる場合は、当該算出による

ことができる。

１
１

’

Ｉ
Ｉ
Ｉ
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１
１
１
１

Ｉ
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ｌ
Ｉ
Ｉ

１
１
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②鉛直地震力

sクラスの静的地震力算定における鉛直地震力は、次式による鉛直震度から

算定する。

Cv==Rv．0.3

この式において、

Cv:鉛直震度

Rv:鉛直方向振動特性係数で1.0とする。ただし、特別の調査又は研究

に基づき､1．0を下回ることが確かめられた場合においては、当該

調査又は研究の結果に基づく数値（0.7を下限とする｡）まで減じ

たものとすることができる。

③必要保有水平耐力

必要保有水平耐力は、安全上適切と認められる規格及び基準に基づく方法に

より算定するものとする。ここでいう「安全上適切と認められる規格及び基準」

とは、建築基準法等がこれに相当する。

なお、必要保有水平耐力の算定においては、地震層せん断力係数に乗じる施

設の重要度分類に応じた係数は、Sクラス、Bクラス、Cクラスともに1．0と

し、その際に用いる標準せん断力係数Coは1.0とする。

7．荷重の組合せと許容限界

耐震安全性に関する設計方針の妥当性の評価に当たって考慮すべき荷重の組合せと許容

限界についての基本的考え方は、以下に示すとおりである。

('）建物.構築物

①Sクラスの建物・構築物

i)基準地震動Ssとの組合せと許容限界

常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と基準地震動Ssによる地震力

との組合せに対して、当該建物・構築物が構造物全体としての変形能力（終局耐

力時の変形）について十分な余裕を有し、建物・構築物の終局耐力に対し妥当な

安全余裕を有していること。

ii)弾性設計用地震動Sd等との組合せと許容限界

常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と、弾性設計用地震動Sdによ

る地震力又は静的地震力とを組み合わせ、その結果発生する応力に対して、安全

上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。

12



②Bクラス、Cクラスの建物・構築物

常時作用している荷重及び運転時に作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、そ

の結果発生する応力に対して、上記①ji)の許容応力度を許容限界とする。

機器・配管系

①Sクラスの機器・配管系

i)基準地震動Ssとの組合せと許容限界

通常運転時、運転時の異常な過渡変化時、及び事故時に生じるそれぞれの荷重

と基準地震動Ssによる地震力とを組み合わせ、その結果発生する応力に対して、

構造物の相当部分が降伏し、塑性変形する場合でも、過大な変形、亀裂､破損等

が生じ、その施設の機能に影響を及ぼすことがないこと。なお、動的機器等につ

いては、基準地震動Ssによる応答に対して、実証試験等により確認されている機

能維持加速度等を許容限界とする。

ii)弾性設計用地震動Sd等との組合せと許容限界

通常運転時、運転時の異常な過渡変化時、及び事故時に生じるそれぞれの荷重

と、弾性設計用地震動Sdによる地震力又は静的地震力とを組み合わせ、その結果

発生する応力に対して、降伏応力又はこれと同等な安全性を有する応力を許容限

界とする。

②Bクラス、Cクラスの機器・配管系

通常運転時、運転時の異常な過渡変化時の荷重と静的地震力とを組み合わせ、そ

の結果発生する応力に対して、降伏応力又はこれと同等な安全性を有する応力を許

容限界とする。

(2）
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（解説）

Ⅳ、荷重の組合せと許容限界について

荷重の組合せと許容限界についての解釈は以下による。

（1）「運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重」については、

地震によって引き起こされるおそれのある事象によって作用する荷重、及び地震

によって引き起こされるおそれのない事象であっても、－たん事故が発生した場

合は長時間継続する事象による荷重は、地震力と組み合わせて考慮しなければな

らない。

ただし、「事故時に生じる荷重」であっても、その事故事象の発生確率と継続時

間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、両者が同時に発生する可能性が極めて

小さい場合には、そのような事象によって発生する荷重を地震力と組み合わせて

考慮する必要はない。
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’

《．'‘菫篁蹴鯛駕鰯蹴騨鰯壼壹鴬篁蹴｜
は建築基準法等がこれに相当する。

(3'建物構築物の基準地震動Ssとの組合せに対する項凰中の｢終局耐力｣上は｜
構造物に対する荷重を漸次増大した際､構造物の変形又は歪みが著しく増加する！

(ゞ,状鬘麓篁澪墓蘆鼻薗二鮮麗輔輔蕪麓il
上同等な安全性｣を有することを基本的な考え方としたが､具体的には､電気事｜業法に定める「発電用原子力設備に関する技術基準」等がこれに相当する。

..…………………………………………………….…………………………………………………｡…….……………...…….….…….……….….…………….……….…………………………I

8．地震随伴事象に対する考慮

施設は、地震随伴事象について、次に示す事項を十分考慮したうえで設計されなければ

ならない。

（1）施設の周辺斜面で地震時に想定しうる崩壊等によっても、施設の安全機能が重大な

影響を受けるおそれがないこと。

（2）施設の供用期間中に極めてまれではあるが発生する可能性があると想定すること

が適切な津波によっても、施設の安全機能が重大な影響を受けるおそれがないこと。
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